
（様式Ｂ－１）

平成　　年　月　日
国土交通大臣　前原誠司　殿

マンション等安心居住推進事業

（管理組合等の取組みの支援に係る事業）

　応募申請書

以下の内容により、マンション等安心居住推進事業（管理組合等の取組みの支援に係る事業）の応募を申請します。

支援するマンション管理組合数　

	
	支援する

マンションの管理組合数

	①管理の適正化を図るマンション
	

	②第三者管理者方式に取組むマンション
	

	③老朽マンション
	

	④団地型マンション
	

	合　計
	


（代表者）
住　　所　〒


　　　

電話番号　　    　　　

法 人 名

代 表 者　　　　　　　　　　　印　　

（様式Ｂ－２）

応募者等の概要
	法　人　名
	

	１．補助事業の担当者


	２．専門的知識等を有する者の所属等の状況



	３．事務所・支部等の所在地



	４．事業に関連する分野での今までの活動実績



	５．補助事業の実施体制



	６．他の補助金等の有無



※　本様式は、２枚を限度とします。具体的かつ簡潔に記載してください。

（様式Ｂ－３）

補助事業の内容
	法　人　名
	

	管理組合名
	
	総会開催（予定）日
	月　　日

	所　在　地
	　　　　市（区）
	事業タイプ
	

	１．マンションの概要

	完成年月
	　　昭和・平成　　　　　年　　　　月

	棟数・エレベーター（EV）の有無（該当するものに○）
	　　　　　　　　棟　　　　ＥＶ　（有・無）

	戸数　

住宅戸数、店舗・事務所戸数
	住宅　　　　　　　　　　　　戸　　

店舗・事務所等　　　　　　　戸

	敷地面積　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	住戸型式

（住戸専有面積）
	 LDK～ LDK

（　　㎡～　　㎡）

	管理費の月額収入合計額
（応募申請時点の額）
	　　　　　　　　　　　　　　円/月

	修繕積立金の月額収入合計額
（応募申請時点の額）
	　円/月

	２．目的・必要性



	３．管理組合への支援内容及びその特徴


	４．期待される成果



	５．補助事業の目標・補助事業後の目標、目標達成の可能性



	６．補助事業の実施体制




※　本様式は、管理組合ごとに作成するものとし、1管理組合当たり３枚を限度とします。いずれも、括弧内の注意書きに従うとともに、具体的かつわかりやすく記載してください。（事業者の理念・考え等のみを記載しないようにお願いいたします。）
（様式Ｂ－４）

補助事業に係る経費の概要
            　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　　　（単位：千円）
	法　人　名
	

	区　分
	補助対象事業費
	備　考

	
	
	

	補助対象事業費　合計(a)
	
	

	補助申請額(b)
	
	


（注）

　・　補助事業を執行するために必要となる法人内の経費を事務経費として計上して下さい。

　　　（事務経費の計上は、補助対象事業費の３％以内の額です。）

　・　脆弱基準を満たす場合には、管理組合名の横に 脆弱　と記入して下さい。

　　　なお、脆弱基準を満たす場合には、Ⅲ．１．（４）提出書類のⅶに示す書類（P24参照）が必要となります。
　・　補助対象事業費欄は、管理組合ごとに小計を記載するとともに、上段に（　）書きで補助申請額を記入して下さい。
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